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１．取組の概要



4取組の概要

①分析ツールの開発

【分析実施】【分析支援】

・経済波及効果の考え方

・アンケート票の作成

・分析ツールの操作方法

都市政策研究所 市役所各課

・必要データの収集

・アンケート調査実施

・分析ツールの活用

②活用マニュアルの作成

③分析ツール操作研修の開催

④操作方法等に関する相談

適確な課題把握・目標設定 等

政策効果の予測・測定

横須賀市のEBPM推進に寄与

（※証拠に基づく政策立案）

＆
※



5取組の概要

2016年度（１年目）

・経済波及効果分析に必要な

横須賀市産業連関表の作成

・７種類の分析ツール開発

・活用マニュアル作成

・分析ツール操作研修の開催

2017年度（２年目） 2018年度（３年目）

平成31年度予算編成方針に

分析ツールの活用等による

費用対効果の検証を追記

取組のすべてについて、業務委託は行わず職員のみで実施



6プレゼンテーションの流れ

２．経済波及効果分析ツールの開発



7分析ツール開発の背景
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310,521人

出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計
人口（平成30（2018）年推計）」を基に作成
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当初予算での財源不足額（取崩額）

前年度末基金残高

66.6億

50.7億

出所）第３次横須賀市財政基本計画を基に作成

＜総人口と高齢化率の将来推計＞ ＜財政収支の見通し＞

Benefit
Cost

実施する事業が最小の経費で最大の効果を生む

手法であるのか、EBPMの観点から検証が必要

逆転



8これまでの政策効果の把握方法

イベント開催

観光消費額 宿泊客数

企業誘致

固定資産税 新規従業者数

直接的な効果の測定に留まる
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イベント開催、企業誘致等

これまでの政策効果の把握方法

市内経済全体や市内の各産業に対する経済波及効果の分析は困難



10横須賀市産業連関表の作成

平成23年（2011年）

神奈川県 産業連関表

経済センサス活動調査における産業別従業者数の

対神奈川県の割合等をもとに作成

平成23年（2011年）

横須賀市 産業連関表

横須賀市の経済状況に即した経済波及効果の分析が可能に！



11分析ツール開発の必要性

産業連関表の作成だけでは経済波及効果を分析できない

―分析には高度な知識や計算技術の習得が必要

⇒簡易な操作で分析可能なツールを開発する必要性

―短期間に職員の専門性を確保することは事実上困難



12分析ツールの３つの特徴

①種類の豊富さ

幅広い分野にわたる

分析が可能



13分析ツールの３つの特徴

②操作の簡易性

STEP１ 分析結果の表示単位を選択

STEP２ 宿泊客／日帰り客の人数と費目別の消費単価を入力

※観光・イベントツールの場合



14分析ツールの３つの特徴

③多機能性
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分析結果の自動的なグラフ生成が可能

経済波及効果の分析結果

（単位：千万円）



15分析ツールの３つの特徴

③多機能性 ※一部抜粋

最終需要増加額（購入者価格）

3,115

　×商業マージン率

　×運輸マージン率

最終需要増加額（生産者価格）

3,115

  ×市内自給率

市内最終需要増加額    ×就業係数 就業誘発者数 3,282

2,343    ×雇用係数 雇用誘発者数 2,772

  ×投入係数 　 　×粗付加価値率

 　　×雇用者所得率

中間投入額 粗付加価値誘発額 1,310

1,033 雇用者所得誘発額 790

直

接

効

果

分析結果の自動的なフローチャート作成が可能
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③多機能性 ※一部抜粋

分析ツールの３つの特徴

※37・13産業部門別も表示可能

分析結果の108産業部門別の表示が可能



17プレゼンテーションの流れ

３．分析ツールの全庁的活用に向けて



18全庁的活用に向けた方策

①活用マニュアルの作成 ※一部抜粋

分析ツールの操作方法を解説
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①活用マニュアルの作成 ※一部抜粋

分析ツールごとに実際の事例分析を掲載

全庁的活用に向けた方策
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②分析ツール操作研修の開催

横須賀市職員対

象

分

野

＊建築・公共事業・土木編（計15名参加）

＊設備投資・生産増加編（計９名参加）

＊観光・イベント編（計26名参加）

内

容

・経済波及効果の基本的な考え方の説明

・分析ツールの操作方法の解説

・実例を題材とした演習 等 計２時間程度

全庁的活用に向けた方策
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③予算編成方針への追記

平成31年度（2019年度）予算編成方針（p.10）

“現状をデータに基づきできる限り定量的に分析し、現在の課題が生じた

要因を明確にすること。そして、例えば都市政策研究所が開発した

経済波及効果分析ツールを活用するなどにより、 その手法が

最小の経費で最大の効果を生む手法であるのか、要求にあたって十分に

検証すること。”

全庁的活用に向けた方策



22プレゼンテーションの流れ

４．政策の検証等への活用例



23政策の検証等への活用例

＜ANAウインドサーフィンワールドカップ横須賀大会＞

■イベント開催等の経済波及効果を横須賀市で初めて独自に分析

費用区分 経費／消費額

①開催経費 134,640

②来場者消費額（会場内） 113,980

③来場者消費額（会場外） 99,800

（単位：千円）

※開催経費のデータは、政策推進課が積算したもの

※来場者消費額は、来場者の総数（49,482人）を宿泊客・日帰り客に分割し、

それぞれに費目別の消費単価（交通費、宿泊費、飲食費、土産・買物代、

入場料・娯楽費・その他）を乗じて算出

※宿泊客・日帰り客の割合や費目別の消費単価は、名桜大学・平野貴也教授が

会場内で実施したアンケート調査結果による（有効回答数は477）



24政策の検証等への活用例

＜分析結果の公表＞

＜タウンニュース横須賀版7/27号より抜粋＞



25政策の検証等への活用例
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■費用区分別の経済波及効果



26政策の検証等への活用例

宿泊客 日帰り客

経済波及効果
（千円）

割合
（％）

経済波及効果
（千円）

割合
（％）

飲食費 3,248 45.1% 73,677 57.5%

土産・買物代 3,793 52.7% 37,695 29.4%

入場料・娯楽費・その他 156 2.2% 16,752 13.1%

合計 7,196 100.0% 128,124 100.0%

⇒日帰り客の土産・買物代による経済波及効果の割合が低い

日帰り客に会場内での土産購入を促す施策が必要ではないか？

■会場内の経済波及効果（宿泊客・日帰り客別、費目別）



27政策の検証等への活用例

⇒宿泊客・日帰り客ともに、土産・買物代による経済波及効果が低い

会場近隣の観光施設等への回遊性向上が必要ではないか？

宿泊客
(経済波及効果) (千円)

日帰り客
(経済波及効果) (千円)

交通費 10,175 35,572

宿泊費 26,739 0

飲食費 9,244 32,352

土産・買物代 2,946 4,772

入場料・娯楽費・その他 6,090 11,990

合計 55,194 84,686

■会場外の経済波及効果（宿泊客・日帰り客別、費目別）



28今後の展開

分析ツールを活用した政策の検証等の浸透

⇒分析ツール操作研修を必要に応じて継続開催

分析ツールの継続的な活用

⇒横須賀市産業連関表のデータ更新

分析ツールの機能拡充

⇒生産増加がもたらす市内への税収効果等の分析



＜相模湾の景観＞

＜横須賀芸術劇場＞

＜横須賀美術館＞

＜猿島とサイクリング＞


